
ＩＣＴ新事業創出推進会議 開催要綱（案） 

 

１． 目的 

我が国のＩＣＴ基本戦略である「世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成 25 年６月 14 日閣議決定）」に

おいては、重要な施策の柱として「革新的な新産業・新サービスの創出」が掲げられている。特に、Ｍ

２Ｍ、ビッグデータ、クラウド、次世代ブラウザ、４Ｋ８Ｋ等の技術を組み合わせ、新たな付加価値を

創造する新事業の今後の成長に大きな期待が寄せられている。 

本検討会では、これらの技術基盤の融合によって可能となる新事業の将来像と、その促進方策、その

中での行政の役割等について検討を行う。 

２． 名称 

本会議は、「ＩＣＴ新事業創出推進会議」と称する。 

３． 主な検討事項 

（１）新技術で支えられる新事業の具体像 

（２）新事業創出に向けた課題 

（３）新事業の促進方策 

４． 構成及び運営 

（１）本会議の構成員は、別紙のとおりとする。 

（２）座長は、本会議を招集する。 

（３）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長代理を指名することができる。 

（４）座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本会議を招集する。 

（５）座長は、必要に応じ、構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

（６）座長は、本会議の検討を促進するため、部会を開催できるほか、必要に応じて検討の場を設けるこ

とができる。 

（７）その他、本会議の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

５．議事の公開 

（１）本会議の議事及び会議で使用した資料については、次の場合を除き、公開する。 

  ① 公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共の利益を害するおそれがあると座長が

認める場合 

  ② その他、非公開とすることが必要と座長が認める場合 

（２）会議終了後、速やかに議事概要を作成し、公開する。 

６． 開催期間 

本会議は、平成25年12月から開催し、半年程度を目途とする。 

７． 庶務 

本会議の庶務は、情報流通行政局情報流通振興課が情報流通行政局衛星・地域放送課、情報通信国際

戦略局情報通信政策課及び技術政策課の協力を得てこれを行うものとする。 

  

資料１－１ 



ＩＣＴ新事業創出推進会議 構成員名簿（案） 

（敬称略、座長、座長代理を除き５０音順） 

 

座   長 三友 仁志 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授 

座長代理 谷川 史郎 （株）野村総合研究所取締役専務執行役員未来創発センター長 

岩浪 剛太 （株）インフォシティ代表取締役 

江田麻季子 インテル（株）代表取締役社長 

岡田 守行 シャープ（株）常務執行役員 東京支社長 

木谷  強 （株）エヌ・ティ・ティ・データ技術開発本部長 

久保田啓一 日本放送協会理事・技師長 

越塚  登 東京大学大学院情報学環教授 

篠原 弘道 日本電信電話（株）常務取締役研究企画部門長 

島田啓一郎 ソニー（株）業務執行役員ＳＶＰ 

清水 隆明 日本電気（株）取締役執行役員常務兼ＣＭＯ 

関  祥行 （株）フジテレビジョン常任顧問 

髙橋  誠 ＫＤＤＩ（株）代表取締役執行役員専務 

千葉  勇 （株）三菱総合研究所常務執行役員 

富田二三彦 （独）情報通信研究機構理事 

野村 敦子 （株）日本総合研究所調査部主任研究員 

林  俊樹 （株）ゲオホールディングス社長室長 

藤原  洋 （株）インターネット総合研究所代表取締役所長 

松本 正幸 （一社）日本ケーブルテレビ連盟専務理事 

宮部 義幸 パナソニック（株） ＡＶＣネットワークス社長 

椋田 哲史 （一社）日本経済団体連合会常務理事 

村井  純 慶應義塾大学環境情報学部長 

森川 博之 東京大学先端科学技術研究センター教授 

安本 洋一 （株）ブックウォーカー代表取締役社長 

（２４名）  
 

別紙 


